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労災の示談書は有効であるか

事実経緯

　2009年2月、ある建築会社（以下、A社という）の従業員だった王氏は建物の足場を取外した時、顛倒し且つ安全ベルトを締まらなかったため、10メートルの高所から転落し、重傷を負った。A社は王氏の医療費用を支払った後、その家族と示談書を結び、王氏に1.2万元を補償金として一括支払った後は双方に何らの争いは無いと約束した。その後、王氏とその家族はA社が支払った補償金が少な過ぎ、その労災による損害を補うことはできないことを理由に、地元の人力資源と社会保障行政部門（以下、人社部門という）に労災認定と労働能力鑑定を申し立てた。

　調査の結果、人社部門は王氏の労災を五級と認めた。A社と王氏は人社部門の労災認定については異議がなかったが、A社は双方が労災賠償について既に合意に達したと認め、王氏に労災賠償金を再度支払うことを拒絶した。

　王氏は不服で地元の労働人事争議仲裁委員会に仲裁を申し立て、A社に対し、双方の労働関係を解除し、相応の労災待遇を支払うよう請求した。

仲裁裁決

　仲裁委員会はA社に対し、王氏の労災等級に応じて国家及び地元の保険規定に基づいて3.5万元を支払うよう命じた。

コメント

本案争点：労災の示談書は法的な効力を有するかどうか

１、「示談」とは、人社部門の確認を経ず双方協議の形で労働者の労災問題を解決することを指す。法的観点から言えば、労災発生後、従業員が人社部門の確認の上得た賠償金は労災保険賠償の範疇に属する。「示談」とは、その半分は雇用者と労働者が民事主体の双方として負傷について自ら協議の上解決したことによって労働者が得た賠償は民事賠償に属する。

２、労災賠償は無過失補償の原則を取り、国は強制的な法的手段で労災保険制度を実行することによって、雇用者の責任回避の目的を防止し、従業員の労災保険保障を確保するものである。

(1)労災発生後、雇用者が主管部門にも報告せず、人社部門にも労災認定を申請しない場合、従業員と協議は無効とする。労災の「示談」は事実の隠ぺいに属し、人社部門の監督を逃すための対応であるため、国の労働安全制度を破り、労働者の健康権利を損害し、法の強制的規定と禁止性規定に抵触し、「契約法」第52条第5項に基づき、当該示談書は締結時に遡って無効とする。

(2)労災発生後、雇用者は直ちに主管行政部門に報告し、労災認定手続を行う場合、労働者と協議の上締結した契約は有効とする。「労働争議調解仲裁法」第4条に基づき、労働争議発生後、労働者は雇用者と協議を行うこともでき、労働組合又は第三者の斡旋の上雇用者と和解協議を締結することもできる。

(3)労災発生後、雇用者が直ちに主管行政部門に報告し、労災認定手続を行う上で、労働者との示談は有効とする。それは双方当事者の意思自治原則を体現し、仲裁或は訴訟を省いて、社会資源を節約できる。

(4)労災発生後、雇用者は直ちに主管部門に連絡し、且つ労災認定を行い、賠償協議に達成したが、その賠償額が法定賠償待遇を下回った場合、その協議について変更又は取消を請求することができ、当該協議を変更又は取消したこと有効とする。最高裁の「労働争議案件審理における法律適用の若干問題に関する解釈」第20条に基づき、労働報酬、養老金、医療費用と労災保険待遇、経済賠償金及びその他関連費用等の請求案件に対して、その給付金額が適当ではない場合、裁判所はそれを変更する権利を有する。

３、労災賠償は、通常の民事争議賠償と異なり、強制的なものとして国の関連規定によって制約されるものである。雇用者であれ、労働者であれ、一旦労災事故が起きた場合、双方の間で決して示談をしてはならない。示談は一時の憂を解決するしかできず、直ちに問題を解決したように見えるが、実は今後に大きな隠れた問題を埋めてしまう。


国家食品薬品監管総局の「食品経営許可審査通則（試行）」

についての解説

　国家食品薬品監管総局は「食品経営許可管理弁法」「弁法」を2015年10月1日に円滑に徹底的に実施するよう保障するために、「食品経営許可審査通則（試行）」（以下「通則」略称）を公布し、各省、自治区、直轄市の食品薬品監督管理局、新疆生産建設軍団食品薬品監督管理局が通則どおりに執行するよう求めた。同通則は発表日に実施することになった。

対象範囲

「通則」第三条は、食品薬品監督管理部門は主体業態、食品経営項目ごとに、且つそのリスクの高さを考慮したうえで食品経営許可申請を審査する。

主体業態には食品販売経営者、飲食サービス経営者、社内食堂を含まれる。ネット販売、セントラルキッチン或は団体給食配送を申請する場合、主体業態の後に注記しなくてはならない。

許可申請基本要求

 「通則」第六条～第十二条は許可審査の基本要求を詳しく定めている。

１、食品経営企業は食品安全管理人員を配備し、その食品安全管理人員は訓練や査定を受けなければならない。国又は業界の規定する食品安全関連資格を取得した者は査定を受けなくてもよい。

２、食品経営企業は食品安全を保障するための管理制度を備えなければならない。食品安全管理制度には、従業人員健康管理制度・研修管理制度、食品安全管理員制度、食品安全自己検査・報告制度、食品経営過程・コントロール制度、場所及び施設・設備の洗浄消毒・メンテナンス・保守制度、仕入れ検査・検査記録制度、食品貯蔵管理制度、廃棄物処理制度、食品安全突発事件応急処置方案等が含まれる。

３、食品経営者はその経営する食品の品種、数量に相当する食品の経営・貯蔵場所を備えなければならない。食品経営場所と食品貯蔵場所は汚染に曝されやすい区域に設置されてはならず、汚水池、露天ゴミ処理場所等の汚染源より25M以上離れなければならない。

４、食品経営者は実体店を経営するとともに食品ネット販売を行った場合、「通則」第九条～第十条に決める条件のほかに、申請者のサイト、ホームページ又はネット店へのアクセスできる施設・設備を審査のために許可機関に提供しなければならない。

５、実体店を有しない食品ネット販売者は、その販売食品の品種、数量に相当する固定的食品経営場所を備えなければならず、貯蔵場所は食品経営場所と見做し、且つ申請者のサイト、ホームページ又はネットショップへのアクセスできる施設・設備を審査のために許可機関に提供しなければならない。

６、貯蔵場所、人員及び食品安全管理制度は全て上記要求に合致しなければならない。

７、実体店を有しない食品ネット販売者は全ての食品製造販売項目及び小分け熟成食品の販売を申請してはならない。

特殊食品販売審査要求

健康食品、特殊医学用食品、乳児用食品を販売するに当って、それぞれ、専用アリア、表示板を設置しなければならない。

公示制度

飲食サービス企業は食品添加剤使用公示制度を制定しなくてはならない。

社内食堂許可審査要求

「通則」に決めた許可審査要求のほか、専用調理場の確保、料理サンプルの専用容器及び冷蔵施設、料理サンプル管理スタッフの配備も必要とする。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	国家食品薬品監管総局の「食品経営許可審査通則（試行）」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2015/10/01

	2
	税関総署の「法人及びその他の組織の社会信用番号統一実施関連事項に関する公告」
	2015/10/01

	3
	国家税務総局の「納税人識別番号基準の修正に関する公告」
	2015/10/01

	4
	住房と城郷建設部の「建築業企業資質管理関連問題に関する通知」
	2015/10/09

	5
	国家工商行政管理総局の「商標登録受理費の引下に関する通知」
	2015/10/15

	6
	中国保険監督管理委員会の「保険少額賠償サービス手引（試行）」の配布に関する通知
	2015/10/24
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